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KSI Partners Law & Patent Firm 

特許行政年次報告書から見る審査情報 

弁理士 鈴木 守 

 

特許や商標の手続きについて、審査期間や権利化の可能

性などについてのご質問をいただくことがあります。特許

行政年次報告書（２０２０ 年７月発行）には、これらの疑

問に答えるヒントとなる最新データがまとめられていま

す。今回は、その中からいくつかの数字を抜粋し、よくあ

る質問に沿って簡単に解説したいと思います。 

１ 特許関係 

（１）特許出願件数はどのくらい？ 

過去１２年間で見ると、日本国内の特許出願件数はおお

むね３２万件前後で横ばいです。ＰＣＴ出願件数は約４～

 万件です。国際的な比較では以下のとおりです２０２０

３年度）。 

日本：約３２万件 

米国：約６２万件 

欧州：約０２万件 

中国：約１６８万件 

韓国：約０４万件 

 

ご覧のとおり、中国の出願件数が突出しています。さ

らにＰＣＴ出願でも、中国出願人が米国を抜いて第１位

２全体の０ ．７％）を占めています。中国の存在感が

一層高まっていることがうかがえます。 

 

（２）特許されるまでの期間は？ 

特許は出願すれば自動的に審査されるわけではなく、

審査請求を経て初めて審査が始まります。その後、特許

査定や拒絶査定が出るまでの期間は年々短縮されてお

り、０２０４年度は１３か月でした。これは主要特許庁

の中で最短です。 

０２０３年度の数値を比較すると下記のとおりです。 

日本：１３．８か月 

米国：０４．８か月 

欧州：０４．９か月 

中国：１６．２か月 

韓国：０２．１か月 

 

（３）特許がとれる可能性は？ 

特許がとれるかどうかは案件ごとに違うので、あくまで

も全体的な傾向として見ていただければと思います。 

年度ごとの特許査定率２＝特許査定／特許査定＋拒絶

査定）を見てみますと、特許査定率は０２１８年度から

７ ％前後で横ばいです。これも０２０３年度の主要特

許庁のデータを見てみます。 

日本：７ ．９％  

米国：８１．８％ 

欧州：６４．３％ 

中国： １．９％ 

韓国：７０．９％ 

 

中国特許庁の特許査定率が他庁と比べてかなり低いで

す。これは特許査定率の分母が大きいことが影響している

とも考えられます。 

 

（４）拒絶査定不服審判で結論が変わる？  

拒絶査定を受けた後に不服審判を請求した場合、どの程

度結論が覆るのかは実務上気になる点です。 

審判請求時に補正を行うと、まず同じ審査官による「前

置審査」が行われ、約半数がその段階で特許査定となりま

す。ここでは、前置審査でも拒絶理由が残った案件につい

て、審判で結論が変わる割合を見てみます。 

０２０４年度と０２０３年度のデータを見ると、下記の

とおりでした。括弧内は０２０３年ですが、両者は驚くほ

ど近い数値でした。 

請求成立  ６６２８件 ２６ ２８件） 

請求不成立 １８４４件 ２１８３４件） 

News Letter Vol.10 October 2025 



 News Letter Vol.10 October 2025 

2 

取下・放棄  ７４件  ２ ４ 件） 

 

０２０４年で計算すると、全体に対する請求成立の割

合は７３．０％になります。審査官が特許性なしと判断

したものに対して、審判官が特許性ありと判断する件が

相当数存在することが分かります。 

ただし、審判請求しているくらいですから出願人が特

許性に自信を持っている案件が母集団となっているこ

とや審判段階においてさらなる補正を行った可能性が

あることには留意すべきかもしれません。 

 

（５）異議申立と無効審判を比較すると審理期間や勝

率の点での違いは？  

２無効審判） 

成功率についてですが、無効審判についてはデータが

少ないので、０２００年度～０２０４年度に最終処分を

行ったデータで見てみます。なお、請求成立は一部成立

を含んだ数値です。 

 年 度  請求成立 請求不成立 取下・放棄 

０２００年  １６件    ８件   ４１件 

０２０３年  １０件   ６８件   ０４件 

０２０４年  １４件   ３８件   ３ 件 

 合 計   ４０件  １６４件  １２２件 

 

請求成立の割合＝４０／３２６＝１３．７％ 

 

２異議申立） 

異議申立についても無効審判と同様に０２００年～

０２０４年度の数値を見てみます。なお異議申立につい

ては、１件の特許に複数の申立がなされることがありま

すが、ここでは権利単位の件数を示しています。 

 年 度  取消決定  維持決定  取下・放棄 

０２００年  ９ 件 １１７８件  ０件 

０２０３年 １３６件 １００２件  ２件 

０２０４年 １４１件 １０２１件  ３件 

 合 計  ３７０件 ３ ９９件   件 

 

権利取消の割合＝３７０／３９７６＝９．４％ 

 

無効審判の方が異議申立よりも若干成功率が高いと言

えます。 

 

審理期間については、無効審判は１３～１ か月、異議

申立は８か月前後であり、異議申立の方がかなり短いです。 

 

２ 商標関係 

（１）商標出願件数はどのくらい？ 

０２１９年度の約１９万件から微減であり、０２０４年

度は１６万件弱でした。 

参考までに主要特許庁の０２０３年度のデータを見

るとおよそ下記のようになっています。 

日本：１６万件強 

米国： ４万件 

欧州：１７万件 

中国：７０２万件 

韓国：０ 万件 

 

中国特許庁への出願件数がまさに桁違いです。 

 

（２）権利取得までの期間は？ 

０２０４年度の実績は７．８か月でした。０２００年

度の６．９か月からやや長くなりましたが、これは０２

００年度をもってファストトラック審査の休止が影響

していると考えられます。ファストトラック審査は、出

願時の指定商品役務が（「類似商品・役務審査基準」等に

掲載された基準等表示のみを指定している場合に、約６

か月で最初の審査結果を通知する運用でした。 

 

（３）不使用取消審判請求の審理期間はどのくらいで

すか。 

年次報告書には、取消審判のデータが掲載されており

不使用取消に限ったデータは見当たりませんでしたが、

商標の取消審判のほとんどは不使用取消と考えられる

ので、取消審判のデータを見てみました。 

取消審判の審理期間は、０２００～０２０４年度で見

ると、６．４～８か月でした。ただし、不使用取消審判

では商標権者が争わない場合も少なからず存在し、争う

場合と争わない場合では、審理に要する期間は全く異な

ってくることにご留意下さい。 
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３ おわりに 

特許行政年次報告書には、ここで紹介した統計データ以

外にも、特許審査の国際的な動向や知財制度の運用状況な

ど、多岐にわたる情報が掲載されています。 

ご関心のある方は原典にも目を通してみてください。以

下の特許庁ウェブサイトからご覧いただけます。 

https://www.jpo.go.jp/resources/report/nenji/2025/index

.html 
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